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日本医労連は「2014年介護施設夜勤実態調査」を実施し、日本医労連に加盟する介護施設（特養・老健・グループホーム・小規模多機能施設・複合型サービス施設・短期入所施設）の夜勤について実態が明らかになりました。調査結果に基づいてご報告させていただきます。詳細は、記者会見後に発行予定の別紙｢調査報告書｣（「医療労働」２月号）をご参照ください。
１、前回との傾向の比較
　今回で２回目となる夜勤実態調査には119施設から回答が寄せられました。回答を寄せた施設に違いがあるため、集計結果の数字は多少の影響は受けるものの、夜勤実態の傾向はほとんど昨年と変わっていません。少ない職員数で多くの利用者をケアしている実態、身体に過度に負担を与える長時間労働の実態、一人で夜勤をしている実態の改善が求められます。
２、長時間労働の夜勤形態
　夜勤の形態では、3交替夜勤を実施している職場は18職場（12.0％）に止まっており、9割近くが2交替夜勤職場となっています。また、2交替職場の約7割が勤務時間16時間以上となっており、介護職場の圧倒的多数が長時間夜勤を強いられていることが明らかになっています。
　小規模多機能施設・複合型サービスでは全ての事業所が、グループホームでも9割を超える事業所で2交替夜勤となっています。

３、夜勤回数
　夜勤回数の上限に法規制はありませんが、看護師確保法では指針の中で「月8日以内（2交替の場合4回に相当）、複数体制」を提唱しています。2交替施設では、3割を超える職員が「月4回」を超えて夜勤をしている実態があります。平均夜勤回数でも3つの業態が「月4回を超えています」。3交替施設では、ほとんどの施設で「8日以内」に収まっていますが、グループホームからの回答（1施設）では、夜勤に入った6人の職員の内、夜勤回数が10日/月を超える職員が4人となっています。夜勤形態は人員配置とも密接に影響するため、長時間夜勤（2交替制）を改善していくためには、時間規制だけでなく配置基準の引き上げ・増員が不可欠です。
４、夜勤形態、夜勤に入っている職員の非正規の割合
介護職場では非正規職員の割合も多いため、夜勤に入る非正規職員の割合も大きくなっています。比較的非正規職員の割合が低い特養や老健でも夜勤に入った職員の１割を非正規職員が占めていますが、非正規職員の割合が高いグループホームや小規模多機能施設・複合型サービス施設では、4～5割と非常に高い割合となっており、夜勤でも非正規職員に頼らざるを得ない状況となっています。
５、勤務シフト
　　勤務シフト（早番・日勤・遅番・夜勤など、一日のシフト）の数は平均で4.9通りとなっています。職員の配置が少ない中で、利用者の生活リズムに合わせた職員を配置するためにシフトの数が多くなっているのが介護施設の特徴ですが、最大で10本以上ものシフトがあるという施設もあり、勤務間隔や出退勤時間の不規則性など職員の負担も大きくなります。
夜勤労働に対する悩みは、施設（入所系）で働く介護職員が抱く「悩み・不安・不満」の高位にあります。利用者の安全確保と介護労働者の安全衛生という観点からも、夜勤の規制や基準の引き上げが一刻も早く求められています。
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